
別添様式 

令和６年度農山漁村振興交付金事業実施提案書について 

（農山漁村発イノベーション対策）（農山漁村発イノベーション推進事業

（地域活性化型）のうち農山漁村情報発信事業） 

令和６年度農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）（農山漁村発イノベーショ

ン推進事業（地域活性化型）のうち農山漁村情報発信事業）の公募要領に定める要件、注意事項

等をすべて了解した上で、下記のとおり、農山漁村振興交付金事業実施提案書を提出します。

１ 提案者 

フリガナ

団体等名称 

氏名フリガナ 

代表者役職及び氏名 

氏名フリガナ 

連絡窓口担当者役職及び氏名 

団体等の主たる事務所の所在地 

団体等の連絡先 TEL 

団体等の連絡先 E-mail 

法人番号 

注１ 連絡窓口担当者が代表者と同一の場合は記入する必要はありません。 

２ 提出先 農村振興局長 

３ 提案する取組メニュー 

(１)「ディスカバー農山漁村（むら）の宝」選定事例の情報発信

(２)農業遺産等の情報発信

(３)PR 動画等の作成及び農業遺産 FAM ツアーの実施

(４)農業遺産及び世界かんがい施設遺産に関するシンポジウム等の開催

(５)多面的機能等に関するシンポジウム

(６)官民共創による地域課題解決の取組の普及啓発

４ 事業実施提案内容

別紙「農山漁村振興交付金事業実施提案書」のとおり 

取組を行う事業の欄に「〇」を記入してください。 



５ 添付資料（添付している書類の欄に「〇」を記入してください。） 

① 設立趣意書、定款、寄附行為及び規約

② 提案者の活動内容の概要が分かる資料

③ 提案者の過去３年間の事業実績を確認できる資料（国、地方公共団体等公的機関

から助成を受けて事業を行った実績がある場合には、当該事業の内容・実績を確認

できる資料。設立から３年経過していない団体については、設立から現在までの事

業実績が確認できる資料）

④ 提案者の過去３年間の収支決算を確認できる資料（決算書、貸借対照表及び損益

計算書。設立から３年経過していない団体については、設立から現在までの収支決

算を確認できる資料）

⑤ 役員名簿及び組織図

⑥ 提案された事業を主導する代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）及

び経理責任者（地位承継者含む）のこれまでの取組実績並びに提案された事業実施

に必要なノウハウ、マネジメント能力、経理処理能力等を有しているかを判断する

ための資料 

⑦ 事業費の算出決定の根拠となる資料

※上記①～⑦は、全て必要です。確認の上、添付した書類の確認欄に「〇」を記入してください。ただし、➀については

事業実施主体に適したいずれかを添付してください。 



別紙 

農山漁村振興交付金事業実施提案書 

（農山漁村発イノベーション対策）（農山漁村発イノベーション推進事業

（地域活性化型）のうち農山漁村情報発信事業） 

１－１ 取組メニュー 

（１）「ディスカバー農山漁村（むら）の宝」選定事例の情報発信

（２）農業遺産等の情報発信

①PR 動画等の作成及び農業遺産 FAM ツアーの実施

②農業遺産及び世界かんがい施設遺産に関するシンポジウム等の開催

③多面的機能等に関するシンポジウム

④官民共創による地域課題解決の取組の普及啓発

１―２ 事業実施主体等 

フリガナ

団体等名称 

氏名フリガナ 

代表者役職及び氏名 

氏名フリガナ 

連絡窓口担当者役職及び氏名（注１）

団体等の主たる事務所の所在地 

団体等の連絡先 TEL 

団体等の連絡先 E-mail 

法人番号 

注１ 連絡窓口担当者が代表者と同一の場合は記入する必要はありません。 

１－３ 事業実施主体の概要 

作成日 令和〇年〇月〇日 

取組を行う事業の欄に「〇」を記入してください。 



 

 

 

 

 

 

 

下記２～７は合計 10 ページ以内で記載してください。 

 

２ 本事業の目的・必要性と取組の概要 

 

 

 

 

 

 

 

３ 成果目標及び効果 

 

 

注１ 達成すべき成果目標及び効果について定量的に記入してください。 

注２ 公募要領別表６を参考に成果目標を設定してください。 

注３ １及び２を踏まえて設定した成果目標の計測・確認方法を明らかにし、事業の実施前後で比較する等し、検証する 

方法を記載してください。 

・公募要領の趣旨を踏まえて解決すべき課題を明確に説明するとともに、その課題に対し

て、どのような形で解決に結び付けようとしているのか、取り組もうとしている事業の概要

を記載してください。 



４ 事業実施内容 

［具体的な取組内容］ 

［取組内容ごとの実施スケジュール］ 

番号 取組内容 
スケジュール

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

1 

2 

3           

4              

5 

５ 事業計画とその経費の内訳（※ 積算資料を添付してください。） 

単位：千円 

実施内容と主な経費 

取組内容（注１） 
経費区分

（注２）

総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 計算式等
（注３）

①=②＋③＋④ ② ③ ④ 

合  計 

備 考（注３） 
他の補助金等： 

自己資金調達先： 

注１ 「４ 事業実施内容」との内容の整合を図ってください。 

注２ 公募要領別紙１の区分を記載してください。 

注３ 経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください。 

・公募要領別表１～５「具体的な事業内容」について、

取組の時期、規模、場所、対象者（数）、方法等を含めて、具体的に記載してください。 

・公募要領別表５「事業実施主体」の要件（５）について、地方自治体との調整の状況を記

載してください。また、ベンチャー企業・中小企業及び大企業等へのチャネル、ネットワー

クについても記載してください。

・取組内容ごとに、実施スケジュールを記載してください。

（「スケジュール欄」に取組の実施期間を棒線等で表示してください。） 



注４ 他の補助金等を活用する場合は、活用する事業の所管団体及び事業の名称等を備考欄に記載してください。 

 自己資金を活用する場合は、自己資金の調達先及び調達方法を記載してください。 

  また、当該事業により収入が生じる場合は、その旨を記載してください。 

注５ 交付金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。 

注６ 事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載してください。 

注７ 謝金及び賃金については、単価及びその単価が妥当で適正であることを示す根拠資料（事業実施主体の謝金規程 

や雇用契約に基づく時間当たり単価等）を添付してください。 

６ 創意工夫等 

注１ 事業の効率性や成果を高めるための創意工夫その他特記事項を 10行以内で記入してください。 

７ 事業の実施体制及び役割分担 

［実施体制図］ 

・事業に関係する者の全体像（役割分担を含む）及び会計事務の審査体制が把握できるよ

う、図表を用いて記載してください。 

・事業の効率性や成果を高めるための創意工夫等について記載してください。

・「賃金」及び「技術員手当」を必要経費として計上する場合は、以下の点に留意して積算資

料（根拠資料含む）を添付してください。

・必ず「（別添）補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について（平成 22 年９

月 27 日 22 経第 960 号）」の内容を確認してください。

・本事業でいう「賃金」は、本事業を遂行するため臨時に雇用される事務補助員等の賃金を指

します。

・原則として、以下の計算式により計算する必要があります。

人件費＝ 時間単価 × 直接作業時間数

・人件費に係る積算根拠資料として、時間単価の算定に必要となる、年間総支給額、年間法定

福利費及び年間理論総労働時間の算定根拠（前年の支給実績額がわかる資料）を提出してい

ただきます。



［会計事務の審査体制］ 

［会計監査及び事務監査の方法］ 

通常の審査体制 代表者が不在になった時の地位承継者 

代表者 
代表者 

運営責任者 運営責任者 

経理責任者 経理責任者 

注１ 事業に関係する者の全体像及び会計事務の審査体制が把握できるよう、図表（体制図）を用いて記載してください。 

注２ 連携する地方公共団体（都道府県、市町村）、研究機関等があれば（予定を含む）、その旨を記載してください。 

注３ 事業実施主体の代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、経理責任者が不在となった場合の地位承継者等を必ず

記入してください。また、代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、経理責任者等地位承継者の経歴や実績の分

かる資料を添付してください。 

注４ 再委託を行う場合は、再委託先の名称、業務内容及び業務範囲を明記してください（事業全体の企画及び立案並びに根幹

に関わる執行管理について再委託をすることはできません）。 

・会計監査の方法（例：公認会計士に定期的に確認を受ける等）を記載してください。

・会計事務の審査体制に必要な者を追加することも可能です。




